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第３期中期⽬標・中期計画の達成状況に係る 
改善に向けた⾃⼰点検・評価 

 
全学評価委員会の下に設置した達成状況報告書作成チームを中⼼として、内部質保

証実施⼩委員会の下に「達成状況評価対応部会」を置き、中期⽬標・中期計画の達成
状況に係る改善に向けた⾃⼰点検・評価を、以下のとおり実施した。 
 

（令和２年 9 ⽉ 29 ⽇〜11 ⽉ 2 ⽇） 
１．達成状況評価対応部会構成員は、達成状況報告書、報告書作成時の資料等に基づ

き、主に以下の観点から、其々の担当中期計画を評価 
①達成できていない（KPI の達成を含め）点 
②中期⽬標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
③すでに⼀定の成果があがっているものであっても、更なる質の向上に繋がるよ

う取組むべき点 
 

（令和２年 11 ⽉ 13 ⽇〜25 ⽇） 
２．上記評価結果に基づき、達成状況評価対応部会の総括・副総括は、以下の取組等

を抽出 
①中期計画の達成に資する、さらには第４期に繋がる取組 
②第３期中に取組むべき事項 

 
３．抽出した事項等をもとに、内部質保証実施⼩委員会で報告書を作成 

 
（令和２年 12 ⽉ 21 ⽇） 

４．⾃⼰点検・評価報告書(案)を全学内部質保証委員会で承認 
 

（令和２年 12 ⽉ 23 ⽇） 
５．⾃⼰点検・評価報告書(案)に基づき、中期⽬標・中期計画を担当する取りまとめ

組織等に、必要な取組の計画・実施を依頼 
 
６．審議プロセス 

・教育研究評議会（令和 3 年１⽉ 6 ⽇開催） 
・役員会（令和 3 年１⽉ 27 ⽇開催） 

 
  



達 成 状 況 評 価 対 応 部 会 
 

【総  括】安田 年博 理事・副学長（教育，評価） 

【副総括】山田 徳史 学長補佐，定 清直 学長補佐，窪田 昭一 IR 副室長 

 
【教育ＷＧ】 

職  名 ・ 所  属 氏  名 

【主査】副学長（教育，評価） 安 田 年 博 

【副査】学長補佐 山 田 徳 史 

教育学部 澁 谷 政 子 西 沢   徹 

医学部 飯 野   哲 長谷川 美 香 

工学部 山 田 徳 史 本 田 知 己 

国際地域学部 横 井 正 信 松 田 和 之 

連合教職開発研究科 木 村   優 

 

【研究ＷＧ】 

職  名 ・ 所  属 氏  名 

【主査】副学長（研究，産学・社会連携） 末   信一朗 

【副査】学長補佐 定   清 直 

教育学部 櫻 本 篤 司 山 田 孝 禎 

医学部 定   清 直 藤 枝 重 治 

工学部 徳 永 雄 次 熊 倉 光 孝 

国際地域学部 岡 﨑 英 一 井 上 博 行 

連合教職開発研究科 遠 藤 貴 広 

産学官連携本部 米 沢   晋 

 

【社会貢献ＷＧ】 

職  名 ・ 所  属 氏  名 

【主査】副学長（研究，産学・社会連携） 末   信一朗 

【副査】学長補佐 定   清 直 

教育学部 淺 原 雅 浩 

医学部 酒 井 明 子 

工学部 小 嶋 啓 介 

国際地域学部 月 原 敏 博 

 

【グローバル化ＷＧ】 

職  名 ・ 所  属 氏  名 

【主査】副学長（国際担当） 明 石 行 生 

【副査】学長補佐 山 田 徳 史 

国際化推進機構 小 幡 浩 司 

教育学部 伊 達 正 起 

医学部 長谷川 智 子 

工学部 櫻 井 明 彦 

国際地域学部 永 井 崇 弘 
 



中期目標・計画の達成状況に係る、改善に向けた自己点検・評価 

 

 

●下線は中期計画の達成に資する、さらには第４期に繋がる取組 

●黄色でマーカーしたものは第３期中に取組むべき事項 

 
項目 2020，2021 年度の実施予定 当該計画に対する意見 備考欄 

教育  
【１－１－１－１】 
グローバル化社会において求めら

れる高度専門職業人等の人材の育

成が学位プログラムとして担保さ

れるよう，体系的で国際通用性を有

する教育課程や個々の科目の目標

等を平成 30 年度までに整備し，周

知・運用する。その一環として，一

体的に策定したディプロマ・ポリシ

ー，カリキュラム・ポリシー，アド

ミッション・ポリシーについて，整

合性などを継続的に見直し，必要に

応じて適切な改正を行う。さらに，

教育の国際通用性を検証するため，

全学的な教学マネジメントのもと，

教育成果の検証を含めた内部質保

証，国際アドバイザーによる外部評

価等を実施する。大学院課程では，

第３期中期目標期間中に，教育学研

究科および工学研究科において，機

能強化のための改組と質の高い学

位プログラム構築を行う。 
 

(A) 2020 年度に，大学院の全研究科に

ついて，３つのポリシーの再整備を

完了する。2021 年度は，再整備され

たポリシーのもとで教育プログラム

の点検・改善を進める。 
(B) 教育の質の一層の向上のために必

要な点検項目を定め，各部局がプロ

グラム・レビューを実施する。工学部

機械工学コースの教育プログラムが

JABEE 認証の取得を目指すととも

に，医学部では，医学科は JACME 認

証の取得を目指し，看護学科は分野

別第三者評価受審に向けた準備を進

める。 
(C) 効率的で負担が少ない学修成果の

評価方法と可視化方法を整備・実施

する。 
(D) 2020 年度に再編開設する大学院課

程において，学年進行に合わせ，カリ

キュラム評価，能力の涵養状況の調

査等を行い，教育課程，教育内容の随

時点検を進める。 
 

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
(C) 教育成果の多角的検証 
・ それぞれの部局で間接評価と直接評価を組み合わせた検

証を行っているが，「検証の方針」がはっきりしていない

ように思える。教育成果をどのように検証して見える化

するか，各部局で考え方を整理してはどうか。なお，直接

評価や分野別第三者評価など多額の費用がかかるものに

対しては，大学からのサポートがあると継続しやすい（す

でにサポートはある？）。 
・ 就職先へのアンケート結果については，日頃から経年変

化を調べ，分析結果を蓄積しておく。 
(D) 第３期中に改組新設等した部局の教育成果 
・ 国際地域学部，工学研究科博士前期課程などの人材輩出

状況が良好であることを示す。国際地域マネジメント研

究科の人材育成が順調に進捗していることを示す。 
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【１－１－１－２】

高度専門職業人として必要な知識・

技能および課題探求能力などをよ

り確実に修得させるため，教育方法

が教育課程・科目の性質や目標に照

らして十分な学習効果をもたらす

ものであるか随時検証し，より高い

学習効果が期待できる方策を積極

的に策定・導入する。特に，能動的

学習（アクティブ・ラーニング）を

取り入れた科目の割合を第３期中

期目標期間中に６割以上にする。ま

た，教員養成においては，プロジェ

クト型授業を発展させることなど

を通して，学校現場においてアクテ

ィブ・ラーニングを取り入れた授業

を展開できる能力を育成する。

(A)(B) 高い学修成果が期待できる AL
の導入を更に拡大する。その一環と

して，遠隔授業について，効果の高い

方法の導入を進め，それらの学習効

果を検証し，改善を図る。

(C) 全学及び各部局で実施するアンケ

ート調査等を継続し，能力修得状況

の検証を進め，高度専門職業人とし

て必要な知識・技能及び課題探求能

力等の一層の修得に資する。

(D) 教育学部では，教職科目以外にも

AL の導入を更に進め，AL を実践で

きる能力の涵養を一層図る。教職大

学院ではプロジェクト型授業を柱と

する教育課程案を検討する。

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・ 「各種能力等の修得状況」について検証手段が主にアン

ケートであり，主観的な評価が中心になっています。他の

項目にも関係しますが，学修成果の測定にはより客観的

に，しかも比較可能な方法や指標があると良いと思いま

す。客観的指標に基づき様々な変更を行うことが出来る

ようになると良いですし，アンケート結果に基づき教育

の変更を行うことは数値向上の点では（数値がかなり良

くなってきた現状）難しいと思います。科目成績なら GPA
を詳細にして比較する（この方法の有意性があるとし

て），学部学科特性に合わせた外部試験・評価により数値

化し，経年比較する等が良いと思います。医学部ではコン

ピテンシーとして 30 項目以上を掲げていますが，客観的

に評価出来るかは不透明ですし，厳密な評価・点数化が必

要かという点も疑問で，結局その時に合わせた指標で学

修成果や修得状況を見ることが妥当とも思えます。

・ 可能なら組織的に（経費がかかる前提で）卒業生の状況調

査を継続して行いたいと思います。主観的調査で良いの

で，半数くらいの卒業生に行うことが，本学の学修成果・

修得能力の状況把握により効果的と思います。

・ アクティブ・ラーニングの導入は十分に進んでいると思

います。アンケートでも効果について評価が得られてい

ます。今後は AL の授業内での割合や回数，その内容につ

いても問われることになるのでしょうか。今年度はオン

ライン授業などの講義室でない授業方法やアンケート方

法が大部導入されました。学修効果の向上に向けて LMS
を更に組み合わせた教育方法を導入（そのための投資も）

することが良いと思います。

・ 学修等に関してシステムは整備が進んでいます。今後は

それらを利用して，成果，出来れば客観的な指標としての

成果を挙げる必要があると思います。GPA の学生分布，

卒業までに必要な年数（最低修業年限卒業），国家試験等

の資格取得，外部模擬試験などで可視化し，全国と比較

し，本学の有り様を考える必要があると思います。

(D) 学校現場でＡＬを取入れた授業を展開できる能力の育成
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・ 育成されていることの検証をさらに進める（育成されて

いることをどう測定するか検討することが必要なように

も思える）。

【１－１－１－３】

学生の主体的な学びの確立に向け，

修学環境を維持・向上させるととも

に，学習管理システムやシラバスの

活用，教員による指導の徹底等によ

って自主的学習活動を一層促し，第

３期中期目標期間中に，学生の授業

外学修時間を，現状の 1.5 倍以上に

向上させる。また，学士課程では米

国型 Grade Point Average（GPA）

制度（平成 29 年度までに導入）と

ともに，多面的かつ厳格な成績評価

のガイドライン（アセスメント・ポ

リシー）を整備し，国際通用性のあ

る厳格な成績評価を行う。

(A) 整備した質の高い修学環境を維持

しつつ，意識・満足度調査等の結果を

フィードバックし，学生の要望に一

層応えるよう随時改善を進める。

(B) 学生の主体的な学びを促す取組を

拡大し，授業外学修時間のさらなる

増加を目指す。

(C) 国際地域学部での先進的な 13段階

GPA を他部局の５段階 GPA と比較

検討し，優れた高度専門職業人育成

の基盤となる国際通用性の高い全学

的な GPA 制度への改善を進める。

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点

(B) 主体的な学びを促す取組

・ 「2018 年度中に事前・事後学修のシラバスへの記載率が

ほぼ 100%になった」と記載したが，2020 年度の○○学

部・研究科のシラバスを全てチェックしたところ実態は

程遠く，15 回に分けた記載や成績評価方法の記載につい

ても改善の余地のあるものが少なくなく，現状としては

「達成できていない」が実態だと思われる。他学でやって

いるような「シラバスの組織的な検証」を考える時期では

なかろうか。

◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点

(A) 就学環境の維持・向上

・ 意識・満足度調査の結果を見ると満足度が下がった項目

が多く「修学環境が維持・向上した」とは主張し難い状況

であった。対応は難しいと思うが，改善内容を学生により

伝える工夫の余地はあるのではないか（掲示板に専用ス

ペースを設けて改善内容を写真付きで掲示するなど）。ま

た，教室以外の学生の居場所を増やすなど，改善を実感し

やすいことを行うと効果的ではないか。

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

(C) 国際通用性のある厳格な成績評価

・ 秀の割合の目安を定めるようなことには賛成できないも

のの（達成度によって成績をつけるという原則に反する

ため），授業で設定された目標が低い・試験が易しすぎる

といった理由で成績分布がいびつである場合には是正が

必要だし，逆に不可の割合が多すぎる場合にも３ポリシ

ーとの整合性が強く疑われ（こちらの方がより問題だと

思う），やはり是正が必要である。こうした観点から，成

績分布の組織的な検証を行い「平準化」を促す取組が必要

ではないだろうか。
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【１－１－１－４】 
教員養成に係る学部，教職大学院と

附属学園の三位一体改革事業のも

と構築した体制を有効に機能させ，

附属学園の教員研修学校化促進，学

校拠点方式を基軸とする管理職養

成教育の実施，教職大学院の取組を

複数大学間で連携・協力できる組織

の発展的整備や国内外のネットワ

ークの拡大など，教育制度改革を見

据えた先進的な教員養成・教師教育

を一層推進するモデルを示す。 
 

(A) これまでに整備した体制を活用

し，義務教育学校における教員研修

を進める。 
(B) 管理職養成コースの質的向上及び

拡充を図るため，2020 年度から学校

改革マネジメントコースに新たな短

期履修制度を創設する。※１ 
(C) 教職大学院の取組に係る複数大学

間の連携・協力を一層進めるため，サ

テライト拠点（東京サテライト）の設

置，連携大学間でのオンラインによ

る遠隔授業等を進め，これらを実地

での教育及び組織運営の推進と連動

させるブレンド型の組織整備を行

う。 
(D) OECD とも連携して学校拠点方式

に基づく国際的な教師教育ネットワ

ークを拡張し，教員養成・研修の国際

化と拡充を図る。 
 

◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・ エジプトでのブランチ設立 
・ 報告書では，具体的な取組を行っていることを根拠に“モ

デルを示した”としたが，モデルとしての輪郭をより明確

にできないか（その上で ○○モデル という名前を付け

る）。 
 

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 附属学園の教員研修機能と管理職養成コース・カリキュ

ラムとのさらなる連動に向けた検討 
・ オンラインによる他大学・連携機関との協働連携方法の

さらなる検討 
・ オンラインを活かした新たな地域・学校とのネットワー

キング 
・ オンライン研修方法の確立 

 
(D)「国内外のネットワークの拡大」 
・ 構築した国際的な教師教育ネットワークが，教員養成（の

質の向上）にどのように貢献するのかを示せないか。 
 

※１ 
これについ

て，人材育成

状況が良好

であること

を示すこと

が不可欠に

なる。 
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【１－１－１－５】 
子どものこころの発達研究センタ

ーと教職大学院および教育学部は，

子どものこころの発達に関する医

教連携の教育研究体制を構築し，本

学で蓄積中の先端的脳科学・精神医

学および先駆的教師教育研究の知

見を活かし，発達障害についての教

員養成カリキュラムの改善や，附属

学園における医教協働による子ど

も支援体制の整備，いじめ対策等生

徒指導推進事業の推進，インクルー

シブ教育の向上を図るための養護

教諭研修システムの先進的モデル

提示を行う。 
 

(A) 医教連携による教育研究体制を更

に強化するため，これまでの実績を

基盤として，「気づいて，つないで，

支える」医教連携システムの構築を

進める。 
(B)～(D) 子どもセンターと連携したラ

イフパートナー事業，義務教育学校

内の教育相談室，「子どものこころ

110 番」事業等を継続して展開し，い

じめや不登校に悩む児童への対応等

を行う。さらに，様々な機会を利用し

て，教育研究事業の情報発信に努め

る。 
(E) PBL を活用したインクルーシブ教

育，気がかりな子どもに関わる教師

の養成，発達障害当事者の個別支援

を実現する構想をもとに，インクル

ーシブ教育の向上を図るための養護

教諭研修システムのあり方につい

て，具体的なシステムのモデル提示

を行う。 
 

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
(A) 医教連携の教育研究体制の構築 
・ 教育研究体制が構築されたとは言い難いのではないか。 
(B) 発達障害についての教員養成カリキュラムの改善 
・ カリキュラムの改善にまでは至っていない。 

 

 

【１－１－１－６】 
国際地域学部を中心に，地域の創生

を担い，グローバル化する社会の発

展に寄与できる人材を育成するた

め，これまでの「スーパーグローバ

ル大学等事業 経済社会の発展を牽

引するグローバル人材育成支援」，

「地 (知) の拠点整備事業」での実

績を活かし，地域の企業や自治体の

協力を得て行う課題探求プロジェ

クトを中心とした探求型能動的学

修や，海外留学とそれに向け徹底的

に英語を学ぶ教育課程を編成し，国

際水準での教育を実施する。さら

に，その成果を検証しつつ，他部局

(A) 教員・学生・連携先間の遠隔でのミ

ーティングや学修方法等の開発を進

め，グループ活動や連携先への訪問

が不可欠なPBL学修の効率化に向け

た改善を図る。さらに，PBL は本学

の地域一体型教育のモデルであり，

その成果を検証し，他学部への導入

に資する。 
(B)(C) 英語教育のさらなる改善のた

め，国際地域学部のみならず全学的

に 2021 年度からクラウド型英語教

育 e-learning システムを導入する。

なお，学生の海外派遣に関しては，今

後の COVID-19 の影響を見ながら適

切に対応する。 

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・ 「国際水準での教育」が何を意味するか，それを達成でき

ているか，何を他部局に随時適用したのかについて，ほと

んど国際アドバイザーの評価にのみ依拠しており，説得

的なエビデンスを示せていない。 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・ 本年度の遠隔授業の効果と問題点を検証し，特に PBL だ

けではなく対面授業が不可欠な実験・実習を伴う授業に

おいて，今後効果の側面（学内や連携先との遠隔での効率

的なミーティング方法等）をどのように活かしていくの

かについて検討する。 
・ COVID-19 の影響によって学生の海外派遣や留学生の受

け入れが困難あるいは制限される状態が長引いた場合，

どのような対策を講じるかについて検討する必要があ

る。このことは，交換留学を学部教育の柱の一つとし，グ
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へ随時適用する。  ローバル・アプローチを選択した学生に対してそれを卒

業要件としている国際地域学部について特にあてはま

る。 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 国際地域学部において策定した「養成すべき 11 の能力」

については，現在 3 ポリシーの改善と関連して見直して

おり，期間終了までにその見直しを完了することが必要

である。 
・ 達成状況報告書では，2021 年度から全学的な英語の e-

learning システムを導入することが実施予定の計画の一

つとされている。そのためには，工学部における英語 e-
learning 教育の成果を検証し，実際にそれを他学部へも

拡大するかどうかについて検討する必要がある。 
・  
「課題探求プロジェクトを中心とした・・・国際水準での教

育を実施」 
・ 就職先に対するアンケートなどを通して卒業生の学習成

果を検証する（探求型能動的学修と徹底的に英語を学ぶ

教育課程の教育効果が高いことを検証） 
・ (C) グローバルコンピテンシーモデルによる検証，直接

評価による検証，については，担当部署や部局が日頃から

経年変化を調べ，検証結果を蓄積しておく。 
 

【１－１－１－７】 
教師，医療人，技術者等の社会人の

学び直しを支援するため，学びやす

い教育システム等を整備し，第２期

中期目標期間末と比較して，社会人

の学びに対応したプログラムの科

目数や受講者数などを増加させる。 
 

(A) 連合教職大学院において，2020 年

度より福井県のマネジメント研修を

単位化した「学校改革マネジメント

コース」（１年修了制度）を開始し，

13 名の１年履修の院生を受け入れる

こととなった。 
(B) 看護キャリアアップ部門では，

2020 年度より社会ニーズの高い「認

知症看護」の育成を開始する。また，

「慢性呼吸器疾患看護」「認知症看

護」教育課程では，「特定行為研修」

を組込んだ新たな教育プログラムを

開始し，ｅラーニングも導入予定で

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 「社会人の学びに対応したプログラムの科目数や受講者

数などを増加」 
・ 「社会人の学びに対応したプログラム」の輪郭をはっき

りさせ，プログラム数や受講者数を一括して管理・把握す

る仕組みがあるとよい。 
・ オンラインコンテンツを活用して科目数や受講者数を増

やすことを検討してはどうか。 
・ リカレント推進機構の設置など、4 期に繋がる具体的な措

置を進める 
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ある。 
(C)「イノベーション共創教育プログラ

ム」の講座等を拡大し受講者数を増

やし，地元企業の技術者等に対する

学び直し支援を一層充実させる。 
 

【１－２－１－１】 
質の高い教育を実現するため，平成

28 年度に再編する教員組織・教育組

織分離体制を有効に活用し，全学教

育改革推進機構に設けたカリキュ

ラム・授業評価委員会を中心とし

て，カリキュラム・マネジメントを

行 う 。 さ ら に ， Institutional 
Research(IR)機能の活用を含め，教

育の質保証システムを整備・運用す

るとともに，国際アドバイザー等に

よる本学の教育全般の「国際的な水

準」の検証を行い，教育の国際通用

性や学位の質を保証する。 

(A) 教教分離体制を活用した，①異な

る教員組織に属する教員の協働によ

る新たな学位プログラムの企画・設

置，②各部局における様々な分野を

融合した科目の開講等を検討し，第

４期に繋げる。 
(B) 医学部と工学部において国際認証

の基準を踏まえたカリキュラム・マ

ネジメントを継続し，医学科が

JACME による医学教育分野別認証

評価を受審し，また工学部機械工学

コースの教育プログラムが JABEE
を受審する。 

(C)(D) 新たに構築した教育の内部質保

証システムの運用を進め，学生を含

むステークホルダーからの意見聴取

を含め，自己点検評価を実施し教育

改善に活用する。さらに，分野別第三

者評価の受審で得られた教育の質保

証に係るノウハウを学内で共有し，

教育目標や成績評価等の国際通用性

の一層の向上に役立てる。 
 

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・ 教教分離体制の活用は実際には実現できていない。教員

が他学部の授業を担当したり，複数学部の教員が一つの

授業を担当することは，このような体制がなくとも問題

なく実施できる。教教分離体制を実際に機能させるため

には，教育交流調整会議に対して，全学的観点から必要に

応じて教員を所属している教員組織と必ずしも密接に関

連しない教育組織に派遣あるいは異動させるといった権

限を付与することが必要である。 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・ 基本方針に従って構築した教育の内部質保証体制が各学

部においても実際に整備され，機能しているかを検証す

る。 
・ カリキュラム・マネジメントに関して JACME や JABEE

以外のエビデンスを示すため，医学部のカリキュラム・マ

ネジメント体制を検証し，他部局においてもそれをモデ

ルとして導入できる部分を検討し，実施する。 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 各部局で学生や教員に対して行っているアンケートや蓄

積しているデータを集中管理し，評価等のために効率的

に利用できる体制を構築することが望ましい。 
 

 

【１－２－１－２】 
学生の社会的・職業的自立に向けた

教育実施体制整備の一環として，自

治体，企業，教育・医療機関等と交

流・連携を深め，インターンシップ

等に関わる学内組織の整理統合を

行うとともに，インターンシップ等

も含めた実践的なキャリア教育を

(A) COC+事業終了後も FAA を中心と

して，地域との連携を維持し，インタ

ーンシップ等を継続して安定実施す

るための仕組を整備・運用する。 
(B)(C) キャリアセンターを中心に，キ

ャリア教育の一層の体系化と，効率

的な実施を進める。特に，キャリア支

援と「出口一体型地方創生人材育成

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・ 各部局におけるインターンシップ的要素を含む科目や実

習は多岐にわたっており，どこまでをインターンシップ

と見なすかも各部局によって必ずしも一致していない。

そのため，実際には「インターンシップ等に関わる学内組

織の整理統合」が十分に行われているとは言えない。 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・ アンケートの実施可能性には限界があるが，教育学部卒
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行う取組みを一層推進することに

より，学外関係者からの「本学卒業

（修了）生に対する高い評価」を維

持する。このため，学生の就職先関

係者や本学既卒者への意見聴取の

継続的実施等によって組織的に検

証を行う。 

プログラム」を融合した「“出口”を

意識したキャリア教育」を検討し，高

い就職率を維持する。 
(D) 就職先企業等に対するアンケート

を検証し，キャリア教育と就職支援

の改善を図る。 
 

業生が在職する学校や医学部卒業生が勤務する医療機関

等に対するアンケートも可能であれば実施し，すでに実

施されている場合には，それらのデータを達成状況報告

書に反映させるべきである。 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ キャリアセンターによる就職支援はこれ以上改善の余地

のないほど手厚いものとなっているが，COVID-19 の影

響から，学生の就活を取り巻く状況は今後さらに悪化す

ることが予想される。この点に対してどのように対処す

るかを検討すべきである。 
 

【１－２－１－３】 
大学のグローバル化を促進させる

教育実施体制整備の一環として，シ

ラバスや履修単位数制限（CAP 制）

の見直し，ナンバリングや柔軟な学

事暦の導入等によって，国際的に通

用する教務システムを整備する。特

に国際地域学部はこれらの取組み

を先導して実施し，その成果を検証

しつつ，他部局へ随時適用する。 

(A) 国際地域学部で運用されている国

際通用性のある教務システムについ

て，学年進行が終了したことをうけ

て，教育効果，学生指導等の観点から

見直すべき点がないか検討し，改善

に資する。 
(B) 「国際通用性を高める取組」として

定めた要件について，可能な部局か

らの適用を引続き進める。特に，全学

的に試行した13段階成績評価の結果

を検証し，全学部での導入について

検討を進める。 
 

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・ 国際地域学部では「国際的に通用する教務システム」とし

て，13 段階 GPA，GPA と連動する CAP 制及び学習改善

支援制度，履修中止・再履修制度，英語シラバス，科目ナ

ンバリング等を一体的な仕組みとして導入したが，この

うち他部局へ「随時適用」できたのはほとんど科目ナンバ

リング（これも実際には国際地域学部のナンバリングを

モデルとしたものではない）だけであり，13 段階 GPA も

他部局では「試行」にとどまっている。「柔軟な学事暦」

の対象となっている科目も国際地域学部を含めて英語等

ごく一部にとどまっている。 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・ 国際地域学部で先導的に導入したとされている「国際的

に通用する教務システム」を全学としてどのように評価

するのかを期間終了時までに明確にする必要がある。 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 実際に国際認証を受けている医学部において「国際的に

通用する教務システム」とはどのようなものと考えられ

ているかについて学内で情報を共有し，他部局において

も参考にできないかを検証する。 
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【１－３－１－１】 
組織的な連携体制のもと，修学面，

生活面，就職面などの総合的できめ

細かい学生支援体制を整備・運用

し，ステークホルダーの高い満足度

を維持する。このため，学生等への

意見聴取の継続的実施等によって

組織的に検証を行う。特に，就職先

から高く評価されている就職支援

体制を基盤として，積極的な進路相

談や就職支援を一層推進し，概ね

96％前後の高い就職率を維持する。 
 

(A)(B) 各種アンケート調査について，

より効果の高い調査を効率的に実施

できるよう改善を図り，調査結果を

活用して修学面，生活面，就職面にお

いて的確な支援を実施する。 
(C) 引続き，キャリアセンターが主体

となり，関係機関との連携，密接な教

職協働による就職支援を全学的に継

続し，高い就職率を維持する。 
 

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・ 現状の障害のある学生への支援体制について，相談室を

利用したことのある学生の満足度が把握できていない。 
・ 学生支援に対し，学生の満足度が把握できない，または高

い満足度が得られていない。 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・ 障がいのある学生の相談件数は集計していなかったた

め，今後は相談件数・内容等を集計し，支援体制を検討す

る際の資料として活用できるようにする 
・ 学生支援体制（ソフト面，ハード面）に関する学生の満足

度が，既存のアンケート項目では十分に把握できない。学

生支援体制に関する満足度を調査できる項目を，既存の

アンケート項目に追加することが必要である。 
・ 学生生活実態調査で要望の多かった修学環境整備につい

て，既存の調査項目では整備後の学生満足度の把握が不

十分である。改善後の評価ができるよう，アンケート項目

の見直しが必要である。 
 
(A) 組織的な意見聴取の実施 
・ 各学部の「カリキュラムアンケート」の実態（どういうア

ンケートをやってどういう結果が得られているのか）が

よくわからない（各部局からデータを集めて分析するこ

とを書き手が行うのは余りに大変）。各部局による検証結

果（経年変化の分析まで）を一か所にまとめておくなど工

夫が必要。 
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【１－３－１－２】 
在学生の留学や外国人留学生の受

入れを積極的に進めるために，留学

の情報提供，修学・生活・就職にわ

たる総合的できめ細かい支援を行

う。そのために，留学関係事務の改

善や留学生受入れの入試改革など

を行うとともに，留学生用住居を拡

大する。 
 
 

(A) 国際化推進機構を中心に，中長期

派遣プログラム数を増やすととも

に，正規生の割合を向上させるため

の方策を検討し，留学生同窓会海外

支部のネットワーク等も活用して情

報発信を強化する。 
(B)(C) 手続のオンライン化等の留学関

係業務プロセスの改善を引続き進め

る。2019 年度に実施した在学生・外

国人留学生を対象とした留学に関す

る調査結果のフィードバックを

2020，2021 年度に実施するととも

に，ニーズ調査を引続き実施する。 
(D) 2021 年度から連合教職大学院での

私費外国人特別選抜及び10月入学制

度を導入する。 
 

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・ 交換留学生における正規生の割合の向上 
・ KPI では受入留学生，派遣日本人ともに 15％増となって

いますが，新型感染症のため，いずれも達成困難な状況で

す。 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・ 新型感染症の世界的な蔓延は，少なくとも来年まで続く

と思われます。この状況では，実効性に大きな疑問があり

ますが，オンラインでの留学や派遣を実施するしか方法

はありません。従って，オンラインでの留学・派遣の受け

入れ・送り出し体制を整える必要があると思います。 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 感染症蔓延下で渡日する留学生のための宿舎や空港から

の移動手段の確保を進め，提携校などの留学希望者に情

報を発信すると良いかもしれません。 
 

 

【１－４－１－１】 
一体的な３ポリシーのもと，達成度

テスト（仮称），国際バカロレア資格

等の活用を含め，多様な志願者に対

し知識・能力・意欲・適性等を多面

的・総合的に評価・判定できる選抜

方法を策定し，適宜導入する。さら

に，新たな高大連携のあり方および

そこでの学習成果に基づく多様な

能力を多面的・総合的に評価する手

法の研究開発を行うとともに，それ

を通して高大接続入試，特に個別選

抜の改善に資する。国際地域学部で

は，高大接続 AO 入試を平成 29 年

度から実施するとともに，他学部で

の導入を検討する。 
 

(A) 国際地域学部では2021年度高大接

続型入試の募集定員を８名に増やす

とともに，同入試による入学者の追

跡調査を継続し，その有効性を更に

検証する。これを基に，他学部への高

大接続型入試のさらなる波及を検討

する。 
(B) AO センターでは，ルーブリックの

具体例を蓄積し評価基準・方法の妥

当性の検証を進める。また，県内高校

関係者とともに ICT を活用した新し

い入試モデルの構築を目指す研究会

を設け，一般入試において主体性等

を評価できる新たな手法の開発を進

める。 
 

【１－４－１－１，１－４－１－２】 
◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・ 目標に書き込まれた各手段（高大接続入試，高大連携教

育，選抜方法・教育課程の改善等）はそれぞれの実績を明

記することができたと思われるが，ゴールとしてして設

定された「県内出身者を含め」「多様な学生を確保」の達

成度のエビデンス提示が難しい。 
・ 県内出身者の確保：計画には「県内出身者を増加させる」

とは記載していないため，明らかに達成できていないと

いうわけではないが，４年間で学部全体としての入学者

に占める割合は低下傾向であった。 
・ 多様な学生の確保：「多様」であることを何によって測る

かを規定していないため，包括的な記述にならざるを得

ず，強くアピールしにくい結果になったと思われる。 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・ 県内出身者については少なくとも「低下」しないよう留意

した対策が必要と思われる。（第４期に向けては，単に全

体の占有率ではなく，県内出身者に適合する学部やコー

スなどに限定した目標設定をしてもよいのではないか。） 
・ 多様な学生の確保については，４年間の明確な実績があ

 

【１－４－１－２】 
志願者・入学者の状況やアドミッシ

ョン・ポリシーとの整合性，社会ニ

(A)高大連携教育を通して検証・開発し

た評価手法を活用した選抜方法の開

発を進める。教育学部では，高大連携
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ーズ等を随時点検し，選抜方法や教

育課程の継続的改善を行うととも

に，必要に応じて入学定員の見直し

を行う。さらに課題解決に主体的・

協働的に取り組む高大連携の教育

を発展させるとともに，初年次教育

を含めた高大接続や積極的な入試

広報活動等によって，県内出身者を

含め，アドミッション・ポリシーに

沿った多様な学生を確保する。 
 

による「嶺南地域枠」の選抜方法の策

定や入学後の特別プログラムの検討

を進める。連合教職大学院では JICA
等との連携を踏まえた外国人特別選

抜枠及び学部生対象の推薦入試の導

入を行う。 
(B)(C) 2020 年度以降は「福井プレカレ

ッジ」を本学が主催する事業として

継続実施する等，県内出身者のさら

なる確保を進めるため，AO センター

を中心として，各学部の教育内容と

より連動した高大連携教育を実施す

るとともに，広報センターと連携し

て地域の高等学校への広報活動を強

化する。特に，AOセンターでは，2020
年度より前福井県高等学校校長会会

長を客員教授として招聘することと

しており，県内高校との連携が強化

され，県内出身者の確保に繋がるこ

とが期待される。 
(D) 多様な学生の確保を進めるよう，

中期計画 1-1-1-7 に係る取組により

第２期に比べ増加した社会人受講者

を大学院への社会人入学に繋げるた

め，遠隔授業システムの活用を進め

る等，履修環境を向上させる。それに

より社会人の入学者の増加が見込ま

れる。 
 

る社会人の入学者数を維持することに力を注ぐのが効果

的ではないか。またその場合，「学び直し」が期待通りに

できたかの検証も必要になる。（第４期には「多様な」と

漫然と目標設定するのではなく，入学者の属性に加えて

高大接続入試等で判断している「能力」も含め，焦点を絞

って具体的に設定し，入学後のアンケート等で測定する

ことができるようにしてはどうか。） 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 特に思い当たらない。アドミッションセンターでの意欲

的かつきめ細やかな取り組みを継続していただくことで

順調に推移すると思われる。 
 
【１－４－１－２】 
(B) 課題解決に主体的・協働的に取組む高大連携教育の推進 
・ 様々な高大連携教育に参加した高校生の数，およびその

うち本学への入学者数を継続的に収集する（特に入学者

数の把握は面倒なので日頃から行う）。また，本学への入

学者に対してＧＰＡの追跡など「入学後」のフォローを組

織的に行い，高大連携教育の有効性をより明確なエビデ

ンスによって示す。 
(D) 多様な学生の確保 
・ ＡＰに沿った学生の確保が進んでいることを検証するた

め，ＧＰＡの追跡を全入学生に対して行う。 
 

 

研究  
【２－１－１－１】 
本邦初の分子イメージング部門を

擁し，世界最先端画像医学研究拠点

の一つである高エネルギー医学研

究センターを中心に，子どものここ

ろの発達研究センター等も参画し，

(A) 引続き，高エネ研を中心に，子ども

センター等も参画し，子どものここ

ろの発達研究，脳科学研究等に関す

る国際・国内共同研究，工学部，教育

学部との連携による医工教連携研究

活動を積極的に実施する。また現在

◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・当該計画で揚げた KPI はすべて 4 年目終了時の到達目標値

を越えており（すでに目標値を達成しているものもある）、今

後、期間終了時における目標値の達成に向けて、改めて研究

を進めていただきたい 
 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる
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子どものこころの発達研究，脳科学

研究等に関する国際・国内共同研

究，医工教連携研究活動を積極的に

実施する。これらにより，生体機能

画像研究に関する国際シンポジウ

ム等の開催数，国際・国内共同研究

の実施件数，学術誌への英語論文掲

載数を第２期中期目標期間より

20％以上増加させる。 
 

世界的に注目されている神経変性疾

患の画像研究では，アミロイド・タウ

イメージングに関する国際共同研究

を計画し，アジアの拠点として本学

が一翼を担うとともに，PET/MRI の
特性を活かしたマルチモダリティー

解析による病態解明研究を今後国際

規模で展開することとしている。 
(B) 引続き，国際シンポジウム・国際学

会の開催や国際・国内共同研究の実

施を進めるとともに，質の高い学術

誌への英語論文掲載を一層推進す

る。 

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 特出した研究成果の創出を期待する 
 

【２－１－１－２】 
我が国唯一で世界的にも優れた高

出力遠赤外光源ジャイロトロンの

研究開発実績を踏まえ，公募型国内

共同研究，国際共同研究の実施や国

際ワークショップの主催等を通し

て，新しい学術研究としての遠赤外

分光・計測研究，遠赤外領域の先端

科学研究および高出力遠赤外技術

開発研究を推進し，学術誌への英語

論文掲載数を第２期中期目標期間

より 20％以上増加させる。 
 

(A) 引続き，国内・国際共同研究を実施

する。国際コンソーシアム機能を継

続し，国内外機関との研究者の相互

派遣等を推進して，遠赤外領域研究

の多くの課題に取組む。 
(B) 引続き，遠赤センターを中心とし

て新しい学術研究としての遠赤外分

光・計測研究，遠赤外領域の先端科学

研究及び高出力遠赤外技術開発研究

を実施する。 
(C) 引続き，学術誌への英語論文掲載

を進める。これまでの年次推移から，

最終掲載数は目標の 123 件（20％増）

を大きく上回る 150 件（47％増）に

達すると見込まれる。  
 

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・学術誌への英語論文掲載数： 

2019 年度末までに 101 編（年平均 25.2 編）で，第２期中

の 102 編（年平均 17 編）に対し，年平均で 20％増加に相

当する 20.4 編を上回っており，４年目終了時の到達目標値

（81.6 件）を達成。 
＃今後 2 年間で 122.4 編にしなければならない（2019 年度

末で 101 編）。 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 国内共同研究・国際共同研究件数は素晴らしいが，コロナ

禍でどうするか。 
・ 核となる研究成果はあるが，優れた研究業績の SS となる

成果を期待する。 
・ 外部資金の獲得をお願いしたい。 

 

【２－１－１－３】 
「安全と共生」を基本として平成 21
年４月に設置された附属国際原子

力工学研究所を中心に，福島第一原

子力発電所の事故の教訓を踏まえ，

公募型共同研究等の実施，海外研究

機関との研究者の相互派遣，国際ワ

ークショップの開催等を通して，軽

(A) 引続き，他の研究機関や学会と協

調し，公募型共同研究や新規事業へ

の参画を積極的に図る。国内外の原

子力機関との研究者の相互派遣等を

推進し，原子力安全利用の多くの課

題に積極的に取組む。 
(B) 第３期以降にもんじゅ跡地に新し

い試験炉の建設が予定されており，

以下の項目に関する KPI について(3)(5)は 2019 年度末の段

階で達成しており，2020 年度，2021 年度においても継続的

に成果を出す必要がある。(4)は未達である。 
学術誌の被引用回数を増加させるべく，引き続き優れた学術

論文の発表を継続する。 
 
(1)国際共同研究の実施数➝達成済 
(2)国際ワークショップなどの開催数➝達成済 
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水炉および高速炉の安全性向上，原

子力防災・危機管理，原子力施設の

廃止措置，放射性廃棄物の減容およ

び毒性の低減等に関する先進的研

究を一層推進し，国際・国内共同研

究等の実施件数，国際ワークショッ

プ等の開催数，学術誌への英語論文

掲載数を第２期中期目標期間より

20％以上増加させる。また，論文の

被引用数と研究成果に基づく受賞

の実績を増加させる。 
 

原子力科学系大学研究所等連携協議

会の主要機関として新試験炉の設計

及び運営を検討し，軽水炉及び高速

炉の安全性向上，防災，施設の廃止措

置，放射性廃棄物の減容等に関する

先進的研究に貢献する。並行し，軽水

炉や高速炉以外の先進的研究も推進

する。 
(C) 2020 年度に CA 制度を利用し海外

研究者の雇用や，2021 年度までに宇

宙推進原子炉研究開発での米国ニュ

ーメキシコ大学との共同研究を予定

している。これらの施策により，学術

誌への英語論文掲載数と論文の被引

用回数の目標値は十分達成できるこ

とが見込まれる。 
 

(3)学術誌への英語論文掲載数 
(4)論文の被引用数 
(5)研究成果に基づく受賞 
・ 本計画は「戦略性が高く意欲的な計画」であり，原子力安

全・危機管理研究の国際・国内研究拠点としての研究を積

極的に推進 
 

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・学術誌への英語論文掲載数： 

2019 年度末までに 105 編（年平均 26.3 編）で，第２期中

の 109 編（年平均 18.2 編）に対し，年平均で 20％増加に

相当する 21.8 編を上回っており，４年目終了時の到達目標

（87.2 編）を大きく上回り達成している。 
＃今後 2 年間で 130.8 編にしなければならない（2019 年度

末で 105 編）。 
・被引用数： 

2019 年度末まで 293 回（年平均 73.3 件）で，第２期中の

537 回（年平均 89.5 回）に対し，目標値「第２期よりも増

加」は現在までのところ達成できていない。 
＃今後 2 年間で 244 回引用されなければならない（2019 年

度末で 293 回）。 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 国内共同研究・国際共同研究件数は素晴らしいが，コロナ

禍でどうするか。 
・ 原子力システム研究開発事業で非常に良い評価である

が，できれば学術的な論文成果も期待したい。 
・ 外部資金の獲得をお願いしたい。 
・ 文京キャンパスでの成果が，すべて反映されています

か？  
【２－１－１－４】 
教師の学校内における職能成長を

支える制度構築が求められる今日，

全国に先駆け学校拠点方式の教職

大学院を設置した実績を踏まえ，知

識基盤社会において求められる主

体的・協働的な学びを中心とする学

(A) 2019 年 10 月に独立行政法人 教職

員支援機構の地域拠点（福井大学セ

ンター）が附属義務教育学校校舎内

に設けられ，附属学校園を拠点に教

育委員会と連携した全国レベルの管

理職研修が 2020 年度から本格実施

されるようになり，学校改革マネジ

（KPI は決められていない） 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・この中期計画は実施状況の判定は「中期計画を実施してい

る」にとどまっている。達成状況報告書に記載された内容に

従って，2020 年度，2021 年度においても継続的に成果を出

す必要がある。 
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校を実現する力を持った教師を養

成することを目指し，全国に前例の

ない教職大学院と附属学園を一体

化した教員研修制度の開発，管理職

育成コースの設置，アクティブ・ラ

ーニングを中核とする授業改善の

研究開発を推進して，福井県教育委

員会と連携協働した研修制度の構

築，連携･拠点校の拡大，国内外の教

師教育のためのネットワークの構

築を実現する。 
 

メントに関する実践事例研究がより

充実する。 
(B) 2020 年度から東京に連合教職大学

院のサテライトキャンパスが設けら

れ，福井県外の教師教育研究ネット

ワークがより強固なものとなり，県

外の連携校での実践研究がより充実

する。さらに，これまでの海外教員研

修留学生に加えて，2020 年度から外

国籍の外国語指導助手が入学するよ

うになり，2021 年度から「外国人特

別選抜」として，JICA 理事長等が推

薦する外国人の入試も実施されるこ

とから，国外の教師教育研究ネット

ワークもこれまで以上に強化され，

海外での実践研究もより充実する。 

(A-1)教員研修制度の開発 
(A-2)管理職育成コースの設置 
(A-3)アクティブ・ラーニングを中核とする授業改善の研究開

発の推進 
(B-1)研修制度の構築 
(B-2)連携・拠点校の拡大 
(B-3)国内外の教師教育のためのネットワークの構築 
・ 優れた研究成果についての著書の発表や学術誌への論文

掲載を推進する。 

【２－１－２－１】 
医学部・同附属病院では，地域の直

面する少子高齢化や過疎化に対応

するため，がん，発達障害や認知症，

アレルギー・免疫疾患等の様々な疾

患の克服を目指した先進的研究と

ともに，新たな医療技術の開発や地

域医療の向上を目指した研究を推

進し，学術誌への英語論文掲載数や

研究成果の具体化件数等を第２期

中期目標期間よりも増加させる。特

に，がん，脳，アレルギー・免疫の

分野では，第２期中期目標期間より

20％以上増加させる。 
 

(A)～(C) 引続き，がん，発達障害や認

知症，アレルギー・免疫疾患等，疾病

のメカニズムや新たな医療技術の開

発，地域医療や災害医療等に関する

優れた研究を推進する。 
(D) 特に，がん，脳，アレルギー・免疫

の分野においては，大型予算の獲得

や学内競争的研究経費による支援，

若手研究者への支援，優れた教員の

採用，研究支援組織の改組等を通じ

て英文論文掲載数と研究成果の具体

化件数の増加を図る。 
 

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・以下の項目に関する KPI について(1a)は 2019 年度末の段

階で達成しており，2020 年度，2021 年度においても継続的

に成果を出す必要がある。(3)(4)は未達である。 
この中期計画は実施状況の判定は「中期計画を実施している」

にとどまっている。達成状況報告書に記載された内容に従っ

て，2020 年度，2021 年度においても継続的に成果を出す必

要がある。量的な指標のみならず，質的な指標により第２期

よりも向上していることを示す必要がある。 
(1a)研究成果の具体化件数 
(1b)特許の権利化件数➝達成済 
(2)共同研究の件数➝達成済 
(3)英語論文の学術誌への掲載数（優れた論文の平均 IF） 
(4)がん，脳，アレルギー・免疫などの重点的な研究領域の英

語論文の学術誌への掲載数 
・ ３つの重点研究領域における質の高い研究を推進し，そ

の成果を英文学術誌に掲載 
・ 研究支援策の充実 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・論文数などの組織的なデータ収集方法を検討いただきたい 
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【２－１－２－２】 
前身の福井高等工業学校設置から

90 年以上の間，工学の幅広い分野で

研究を遂行し，地域および我が国の

産業力強化に貢献してきた歴史を

踏まえ，工学分野の研究を強化し，

工学研究科が推奨指定している質

の高い学術雑誌への論文掲載数を

第２期中期目標期間よりも増加さ

せる。特に，ミッションの再定義で

重点化した繊維・機能性材料分野で

は第２期中期目標期間より 20％以

上増加させる。この目標を達成する

ために，メリハリのある予算配分や

重点研究グループの選定，学科・専

攻の枠を超えた人事の実施，研究動

向の迅速な把握，定期的な異分野間

の交流支援，共同研究の成果発表へ

の投稿料助成等により，工学分野で

優れた学術基盤研究・発展研究の推

進，重点分野の育成を行う。 
 

(A) 繊維・マテリアル研究センターの

活発な活動を継続するとともに，第

３期期間中に新たな重点研究分野を

認定する。一元的な人事運用を継続

し，多様な人材と重点研究の推進に

寄与できる人材を採用する。引続き，

質の高い研究を推進する。 
(B) 引続き，重点分野と次世代重点分

野について，学術基盤研究・発展研究

を推進する。 
(C) 引続き，質の高い論文と繊維・機能

性材料分野の論文を活発に発表し，

それぞれの目標値を達成する。 
 

◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・以下の KPI については 2019年度末の段階で達成しており，

2020 年度，2021 年度においても継続的に成果を出す必要が

ある。 
(1)質の高い学術誌への論文掲載数 
(2)繊維・機能性材料分野での学術誌への論文掲載数 
・ 繊維・マテリアル研究センターの研究を推進するととも

に，質の高い研究成果を英文学術誌に掲載 
・ 研究支援策の充実 
 
◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・ 質の高い学術雑誌への論文掲載数を第２期中期目標期間

よりも増加 
2019 年度末までに 260 編（年平均 65 編）で，2015 年

度の 64 編に対し，年平均で上回っており，４年目終了

時の到達目標（第２期よりも増加）を達成している。 
＃今後 2 年間，年平均 64 編，出さなければならない。 
・ 繊維・機能性材料分野では第２期中期目標期間より 20％

以上増加 
2019 年度末までに 227 編（年平均 56.8 編）で，2015 年

度の 46 編に対し，年平均で 20％増加に相当する 55.2 編

を上回っており，４年目終了時の到達目標（220.8 編）

を達成 
＃今後 2 年間で 272.4 編にしなければならない（2019 年度

末で 227 編）。 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・ 論文のカウントに関して，年で区切るなどで 4 年終了時

の目標値をクリアしている状況である。論文数の増加を

期待する。 
・論文数などの組織的なデータ収集方法を検討いただきたい 
 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 優れた研究業績の SS に相当する研究成果が，一部で見ら

れたが，質の高い研究成果が少ないように思われる。 
・ 定期的な異分野間の交流支援について，成果があるとよ

い。 
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【２－１－３－１】 
福井方式として認知された産業活

性化活動を進めてきた産学官連携

本部を中心に，民間企業や公的試

験・研究機関との共同研究育成，知

的財産管理，計測技術の提供等によ

る企業支援を統合的に行うための

産学官金民の柔軟な枠組みを構築

し，地域・社会の発展に資する産業

や豊かなくらしに関わる共同研究

およびグローバルに訴求力のある

知的財産の継続的創出を推進し，特

許活用率および県内企業との共同

研究割合を第２期中期目標期間よ

りも増加させる。 

(A) 2020 年度概算要求とあわせて，引

続き，産学官連携・地域イノベーショ

ン推進機構の組織的機能拡充を推進

する。 
(B) 試作・試販売事業等の充実により

知的財産の内部質保証システムの充

実を図り，かつ外部機関への効果的

な委託を合わせて進めることで，活

用を念頭においた効率的な知財管理

の仕組を構築する。知的創造サイク

ルを意識し，事業化の際のリスクテ

イクを行える仕組を整備し，実施料

等収入以外の収入増を図る。 
(C) 引続き，技術相談を積極的に行い

産業現場の状況を迅速に反映させた

ニーズ駆動型研究を推進する。 
(D) アントレプレナー教育やその実践

を銀行等機関と連携して進め，大学

内でレンタルオフィス/シェアオフィ

ス様の事業を実施する等，多様な人

材との持続的な対話促進によるイノ

ベーションの創出・推進のための

「場」を構築，大学の収入源を新たに

確保する。 
(E) 大学発ベンチャーへの投資的支援

や外部TLOとの有機的連携の推進を

図り，知的財産の継続的な創出を行

う。 
 

以下の KPI については 2019 年度末の段階で達成しており，

2020 年度，2021 年度においても継続的に成果を出す必要が

ある。 
・ 特許活用率（実施許諾率） 
・ 県内企業（等）との共同研究 

 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・KPI は４年目終了時に想定される達成目標値は越えている

が、中期目標期間終了時においても、目標値が達成できるよ

う左記の取組を進める 

 

【２－２－１－１】 
国際的な共同研究および研究者交

流を推進するとともに，新たな学問

領域の創生や社会的な課題解決の

ために，国，大学，学部などの枠を

超えた様々な連携体制を構築し，国

際共著論文や国内大学・研究機関共

著論文並びに学内学部間の共著論

(A) 大学間・学部間協定について，研究

力の高い国外機関との協定締結を重

点的に進めるとともに，引続き CA 制

度の活用により外国人研究者採用を

拡大する等，国際研究支援体制の高

度化を進める。 
(B) 引続き，国，大学，学部などの枠を

超えた連携体制を維持する。特に，本

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点 
・以下の項目に関する KPI について(1)(2)(3)は未達である。 
この中期計画は実施状況の判定は「中期計画を実施している」

にとどまっている。中期計画 2-1-2-1，2-1-2-2 と関連して，

(1)(2)(3)に推進を行う必要がある。 
(1)国際共著論文 
(2)国内大学・研究機関共著論文 
(3)学部間の共著論文 
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文等の数を第２期中期目標期間よ

りも増加させる。 
 

学の強みである先端的画像医学研

究，遠赤外領域開発・応用研究，原子

力安全・危機管理研究について，国内

外の機関との連携強化等重点的に推

進する。さらに，学長裁量経費等の競

争的資金の見直しを行い，財政的支

援による機能強化を図る。さらに，早

急に教員の共著論文数等の現状・問

題点把握を組織的に行い，それを踏

まえた研究体制の整備や各教員への

適切な支援を行い，共著論文数の増

加を図る。 
 

・ 現状・問題点の把握を組織的に実施 
・ 研究支援体制の整備と教員への支援 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・全学的に、組織的に論文数の集計ができるデータ収集方策

を検討する 
・改めて、国際共著論文数増加に向けた方策を策定する 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・ 以下の項目については第２期よりも増回しており，引き

続き充実を図る。 
①国際・国内共同研究数 
②画像医学，遠赤外領域開発，原子力安全の研究分野におけ

る国際共著論文数，国際・国際共同研究実施件数 
 

【２－２－１－２】 
リサーチ・アドミニストレーター等

を活用した研究支援体制の高度化，

研究マネジメント機能の強化，学内

競争的研究経費の確保と戦略的配

分，外部研究資金の獲得等により，

研究力を強化し，研究活動を効果

的・効率的に推進する。 

(A) 医学部に常駐する URA１名を置

き，医工連携を含む医学関連分野の

研究高度化，産学官連携支援を行う。

また，２名程度 T-URA の増員を図

り，社会ニーズをよりきめ細かく研

究の源流に届ける体制を構築する。

加えて，新たに経営感覚を有するシ

ニア URA（S-URA）及び研究成果を

学内外に発信し戦略的に活用を推進

できるプロモーション URA（P-
URA）を置き，URA の活動について

大学の経営ビジョン・戦略に基づく

評価を行い，キャリアパス形成とと

もに，持続できる仕組作りを行う。 
(B) 大学における研究マネジメント戦

略から，産学官金の連携・対話を通し

て個別の課題を設定し，その解決を

進めるため，様々な仮説検証を迅速

かつ柔軟に実施できる産学官連携・

研究推進組織の構築を図る。予算や

人材といったリソースの合理的な管

理を目指し，ビジネス感覚を持って

産学官金連携組織に関する柔軟な外

（KPI は決められていない） 
◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点 
・科研費を含め、外部研究資金の獲得増に向けた取組を進め、

獲得実績の向上（少なくとも２期に比較して）を図る 
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部化を検討する。 
(C) 引続き，学内競争的研究経費の確

保と戦略的配分を行う。特に，外部研

究資金の獲得増を目指し，学長をト

ップとする「公募事業検討ワーキン

ググループ」を設置し，公募事業等へ

の申請を戦略的に進める。 
 

【２－２－２－１】 
ＩＲを用いた意思決定支援機能を

整備することにより，研究の質・量

に関する多面的な評価システムを

全学的に充実・強化して，先端的研

究や強みとなる研究分野への財政

的・人的支援を行うなど，戦略的な

研究資源配分を行う。 
 

(A) 2019 年度末に構築した新しい質保

証システムを運用する。その際，研究

を含め IR 分析結果を PDCA サイク

ルのうち“Check”に有効に活用でき

るよう配慮する。 
(B) 広報価値や社会的価値等について

もコスト化して見える化を図り，IR
分析の評価軸に加えて行く。さらに，

大学全体の状況を把握するための指

標の充実を図るとともに，IR 分析に

投資・回収の概念を導入し，経営評

価・判断を可能とする仕組を構築す

る。これら評価指標等を改善しつつ，

引続き，研究 IR 分析を進める。 
(C) 引続き，IR 分析結果を考慮した学

長裁量経費による学内競争的研究経

費支援等に基づく資源の戦略的配分

を行う。さらに，産学官連携本部協力

会を中心に，ニーズホルダーによる

研究評価の仕組を構築し，回収まで

考慮した戦略的な研究資源配分を行

う。 
(D) 全国 RA 協議会への継続的な参加

を含め，学内外の研修等を活用して，

URA 等を中心に経営判断に必要な

情報の収集・分析能力の高度化を進

める。 
 
 

（KPI は決められていない） 
◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点 
・当該計画の中期目標では「研究水準の向上を図る」として

いるが、研究水準を表す具体的な指標等を設定していただき

たい。 
・IR 分析結果を考慮した学長裁量経費による学内競争的研究

経費支援等に基づく資源の戦略的配分が行われているが、そ

の結果、より大きな成果があがったのか事後検証もしていた

だきたい 
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社会連携・社会貢献，地域 

【３－１－１－１】

自治体および地域産業界との連携

を強化するとともに，県内５大学が

連携して地域志向教育と特色人材

育成を行い，卒業生の地域定着を推

進するために，COC 推進機構を中

心とする全学的な地域貢献推進体

制を平成 28 年度末までに確立し，

ふくい COC+事業評価委員会など

の外部評価委員会とアドバイザリ

ーボード等による評価および事業

推進委員会による改善を継続的に

実行する。

(A) 今後の活動母体となる FAA では，

福井県の将来を担う人材の育成・輩

出，地域・産業の活性化等に寄与する

ことを基本理念として定めており，

これを基盤に地域志向教育と特色人

材育成を行い，卒業生の地域定着を

全県的に更に推進する。

(B) 外部評価を踏襲する自己点検評価

を実施し，その結果を基に改善を進

める。

◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・ 地域連携推進課の発足，COC+事業の終了に伴う実施状

況報告書作成，COC+事業の受け皿としての FAA の発足

などは予定通りである。しかし，大学による地方創生事業

の不採択，FAA による協働教育体制の維持など，克服す

べき課題が多い。

・ 90％以上の教員が地域貢献活動へ参加しているという

KPI は外向けであり，大学として教員の総活動実績を上

げていくためには，信頼できるデータベースの確立とと

もに，教員の適性に応じた教育・研究・社会貢献・運営・

医療業務のエフォート管理も必要と思われる。

・ FAA は発足したが，COC+事業の終了とともに開放科目

やふくい地域創生士などを管理する規定も失効している

ことが大きな問題となっている。※１

大学による地方創生事業の不採択を受け，福井県による

「FAA 学ぶならふくい応援事業」を中心とした大学連携

の具体化が必須。

・ COC+の実施状況報告書は予定通り提出された一方，「ふ

くい COC+事業評価委員会」「アドバイザリーボード等」

の，大学による地域貢献活動の外部評価機関も消失して

おり，それらに代わるものの創出が必要である。※２

※１

現在暫定規

程を整備中

※２

未検討

【３－１－１－２】

地域志向と主体性の育成を重視し

た「地（知）の拠点大学による地方

創生推進事業」と連動させた全学的

な教育カリキュラム改革を継続し，

地域志向・実践系科目数を増加させ

るとともに，地（知）の拠点大学に

よる地方創生推進事業参加大学間

の地域志向科目の相互開放と単位

認定等を拡充し，社会が求める高度

専門職業人の養成と，地域への定着

(A) FAA を中心に，Ｆスクエア等を活

用し，地域志向科目の共同開講と単

位互換並びに「ふくい地域創生士」認

定を拡大する。2020 年度から，工学

部において地域志向科目６単位修得

を卒業要件とする等，地域志向プロ

グラムを充実させる。

(B) 引続き，SSH，SGH 指定校への支

援等，実施中の取組を実施する。

(C) 実践的かつ先進的なキャリアアッ

プ教育の充実に向けて，これまでの

◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・ COC+の終了に伴い，参加大学間で地方創生人材育成教

育を審議する「教育プログラム開発委員会」等が消滅し，

教育内容の改善や評価が行われない状況となっている。

FAA 内に代替のワーキングは作成されているが，ほとん

ど機能しておらず早急な対応が必要である。※１

・ COVID-19 の影響で共同開講科目もほとんど実施されて

いないが，一方で遠隔事業のノウハウやオンデマンド教

材が蓄積されている。Ｆスクエアという拠点は象徴とし

※１

要検討。特に

「入学者確

保」，「地域定

着」部会

※２

創生士の価

値，認知度の
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を推進し，地域社会の持続的発展に

寄与する。また，グローバルサイエ

ンスキャンパス事業の実施やスー

パーサイエンスハイスクール並び

にスーパーグローバルハイスクー

ル事業への支援，さらには，公開講

座の開催や大学開放講義等への協

力を通じて，地域の児童・生徒に先

進的教育を提供し，次世代を担う人

材創出に繋げるとともに，地域住民

との協働的学習・活動を通して，地

域を支える人材の創出，キャリアア

ップ学習および生涯学習に積極的

に貢献する。

実績を基盤として，学長のリーダー

シップの下，「リカレント教育推進機

構（仮称）」を設置し，提供コンテン

ツや提供形態が企業・社会人のニー

ズに適合するよう検討する。

て重要であるが，FAA のクラウドキャンパスによる地方

創生人材教育を創生していく必要があると考えられる。

・ FAA により「ふくい地域創生士」および「ふくい地域創

生アワード」の認定・選定の継続は了承されているが，福

井県経営者協会によるインターンシップ参加者の激減も

あり，認定数の減少が予想されている。※２

・ 「大学による地方創生人材教育プログラム構築事業」の

不採択により，「出口一体型 PBL」「専門ふくい地域創生

士」などをどのように実行していくかを検討する必要が

ある。提案事業で起案していた「マネジメント情報」「環

境・エネルギー」コース等を，既存の副専攻と結びつける

ことも検討すべきである。※３

・ COC と COC+事業を通して，地域コア科目は全学で 2 科

目 4 単位が必須となった。令和元年度から工学部は 3 科

目 6 単位が必須となっている。また授業への AL 要素導

入も進んでいると考えられる。AL や PBL の導入はコス

トとマンパワーの増加を招くため，最適な教育カリキュ

ラムの構築が必要。

・ COVID19 によりサテライトキャンパス F スクエアは休

業状態となっている。令和 3 年度以降のコスト負担と

FAA クラウドキャンパスのようなものの導入を早急に検

討すべきである。※４

・ COVID19 でインターンシップ科目は開講できていない。

また，福井県経営者協会によるインターンシップは，会社

を選択できないため学生の応募が少ないこと，就職活動

と一体化したインターンシップが一般化していることへ

の対応が必須。※５

・ GSC,SSH,SGH 等が参加学生の本学への誘導や，担当教

員の社会貢献活動としての適正な評価につながっている

か検証する必要がある。また，アンケート中心の評価方法

からの転換も検討すべきと思われる。

・ COVID19 の影響により生涯学習に関わる取り組みの大

半が中止された。また，生涯学習参加者の漸減が続いてい

る市民開放プログラムは，あり方を見直す時期に来てい

ると思われる。職業人が参加しやすい日時，あるいはオン

デマンド型教育へのシフトも検討すべきである。一方で，

地域住民を受け手としてでなく，OB 教員など教育人材と

上昇を図る

必要あり。

※３

WG 設置検

討中

※４

コンテンツ

の作成

令和３年度

は講義を集

中から通年

式へ同時並

行でコンテ

ンツ作成と

配信。

※５

PBL を含め

ることで対

応。
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して，教育を提供する側に活用する方策も検討すべきで

はないか？

・ 大学全体での、リカレント教育の組織化が必要である

【３－１－１－３】

教育，研究，診療活動などの成果を

広く発信し社会に還元するととも

に，地域のニーズと大学のシーズの

効果的なマッチングおよび連携・協

働による地域の課題解決に向けた

取組みを進める。さらに地域の課題

として顕在化した「人材育成」「もの

づくり」「持続可能な社会・環境づく

り」などの重点分野の教育・研究を

進展させるとともに，福井大学と地

（知）の拠点大学による地方創生推

進事業参加大学が連携しそれぞれ

の強みを活かした特色人材育成と

地域の課題解決を図る取組みを拡

充し雇用創出と地域創生に貢献す

る。

(A) オリジナリティが高い研究成果等

の全国発信を強化するとともに，

様々なステークホルダーを意識した

広報内容のブラッシュアップと広報

手段の改善を継続する。

(B) 同窓経営者の会等を通したニーズ

調査を継続し，大学シーズとのマッ

チングを進める。さらに，専門職大学

院における人材育成を通じた企業自

治体の課題解決，企業ニーズに基づ

くリカレント教育の実施等を進め

る。

(C)（D） 引続き，福井県の喫緊の課題

である人口減少や急速な技術革新に

対応するため，学生の地元定着，産業

界・市町と協働した課題解決型学習

や共同研究を進める。また，COC+で
重点化した６分野の連携研究を継続

し，中でも原子力発電所の集中立地

県という地域課題に応える「もんじ

ゅ」の廃炉研究と試験炉の連携研究

の具現化を図る。

◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・ 従来の新聞・テレビ・ラジオへの掲載・放送実績から，

web，SNS，YouTube など，実際に閲覧された実績で評

価する方向にシフトしていることを歓迎する。

・ 広報の観点から、福井大学のブランド力向上に向けた具

体的な検討をお願いした。

・ 審議会等への派遣は重要と考えるが，この際，兼業全体の

見直しも必要と思われる。

・ この項目は，平成 25 年度採択の COC 事業に基づく目標

であるため，従来の重点５分野の検証と新たな重点分野

へのシフトが必要。SDGs，データサイエンス，ニューノ

ーマル等への対応が必須と思われる。

・ COC+事業に基づく項目であり，参加大学が強みを持つ

「原子力技術」など 6 分野での共同研究の推進を謳って

いる COC+が終了した現在では，その成果報告や評価が

実施されていない。現状の FAA では共同研究を推進する

基盤がなく継続が困難である。

・ 新設した国際地域学部と国際地域マネジメント研究科に

よる地域創生人事の育成状況を検証する

・

【３－１－２－１】

三位一体改革により，知識基盤社会

における先導的な教師教育モデル

を提示し，実施中の拠点校方式によ

る教師教育をさらに発展させるこ

とと併せ，福井県全 8,000 人の教員

の資質向上など，地域の教育力向上

に貢献する。そのため，第３期中期

目標期間中に，教員養成系の教員の

うち，学校現場で指導経験のある教

(A) 三位一体改革を進め，地域の教育

力向上や地域・社会の持続的発展を

目指した戦略的取組を推進する。さ

らに，現職教員研修プログラムの改

善に向けた取組を継続する。

(B) 引続き，教員養成系で実践的活動

に関わる教員や実務家教員の確保を

進める。

(C) ３年次の「主免教育実習」として位

置づけている「学校現場とそれを取

◆達成できていない（KPI の達成を含め）点

・ 教員就職率，教員占有率等の目標値の設定根拠と検証を

行い，教育学部のあり方や目標設定に活かすべきと思わ

れる。県・市町へ提供している人材・キャリアアップ教育

に対し，自治体から正当な評価・対価を受けているか不

明。

・ 「福井県における義務教育教員の占有率 55％以上」は，

福井県の教員採用試験の現状を鑑みると達成困難な数値

である。しかしながら、挑戦的な目標値として、それに向

けた取組を推進する必要がある
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員を 30％以上，実践的活動に関わる

教員を 60％以上確保し，地域の学校

教育における実践的指導力の更な

る向上を図る。学校教育課程におい

ては，教員養成機能を重視した組織

改革を進め，第３期中期目標期間中

も引き続き教員就職率 70％以上を

維持することで，福井県における義

務教育教員の占有率 55％以上を目

指し，教職大学院の課程において

は，現職教員を除く修了生の教員就

職率概ね 100％を維持する。 

り巻く環境に長期に関わる活動」部

分について２年次より開始する等，

主免教育実習を核としたカリキュラ

ムを充実させるとともに，教員採用

試験対策では Web 経由の相談指導体

制を新規導入し，学生の利便性を向

上させ，教員就職率の向上を図る。ま

た，教員就職希望者の地域志向の偏

在を解消するため，嶺南地域枠入試

を導入する。

・ 学校教育課程の「教員就職率 70％以上」は達成できてい

ない。

・ 教職大学院の「教員就職率概ね 100％を維持」も達成でき

ていない。

・ 上記の指標を達成できるよう取組を進めていただきたい

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・ 地域の教育力向上への貢献は大であり、今後もその貢献

に係る取組みを推進いただきたい

・ 指導・実践経験のある教員を増やした効果はどのように

検証されるのでしょうか？

【３－１－２－２】

人口減少，高齢化の進む地域社会に

おける医師・看護師を中心とする多

職種連携による医療の教育・実践の

推進により，生涯学習に参加する多

職種の医療人を増加させ，地域の自

治体や住民に関連した取組みを

20%増とし，自治体の各種医療審議

会などへの教職員の参加実績を引

き続き高水準に維持する。さらに，

ICT ネットワークを用いた地域医

療支援のモデルシステムを構築し，

その利用を増加させる。加えて関連

病院長会議のメンバーである県内

基幹病院を中心に地域医療強化の

ための連携を推進するとともに，地

域医療の向上に貢献する。

(A) 引続き，IPE を継続実施し，卒後

IPE プログラム受講者が IPE を担当

できる指導者となる循環型人材養成

システムの構築を進めるとともに，

参加者の更なる増加を図る。

(B) 引続き，自治体や住民への講演・セ

ミナーを積極的に開催する等，地域

の自治体や住民に関連した取組実績

を着実に高め，第３期末の目標値

（20％増）を達成する。 
(C) 引続き，ソーシャル・キャピタル醸

成のための取組・事業化を進める。ま

た，地域の救急医療体制向上のため

の生体信号伝送システムの更なる機

能向上を図りつつ，クラウド救急医

療連携システムによる心電図及び画

像等の医療情報伝送を拡大する。

(D) 福井メディカルシミュレーション

センターでの県内医療従事者等への

様々なトレーニングを引続き拡大

し，地域医療の技術向上を促進させ

る。

【３－１－２－２】については，一定の成果があがっている。 

◆中期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点

・（A）医師・看護師を中心とした他職種連携教育システムは

履修体制が整備されたことで一定の成果はあがっているが，

受講生の偏りの是正や卒後 IPEの参加者数の増加や満足度な

どの経年変化や分析結果の詳細な蓄積が必要である。

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・（B）地方自治体との連携セミナーは，目標値に達している

が，年毎の変動もあり，高水準を維持することが難しいため，

取り組みが継続されるような対策が必要である。

・（C）クラウド救急医療連携システムによる心電図及び画像

等の医療情報伝送を伴う搬送数 KPI（40 回）を十分に達成し

た。今後は量から質，拡大へと促進するように PR を充実さ

せる。

・当該計画の取組みの中にはリカレント教育としても位置付

けられるものがあり、カレント教育としての取組みでもある

ことをアピールいただきたい

・ 福井県（県立病院）との連携強化が必要にも思われます。 
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【３－１－２－３】

地域産業戦略と連携した共同研究

を「産学官金」連携により推進する

体制を平成29年度末までに構築し，

研究者情報や研究成果情報を広く

社会に発信する。さらに，知財を含

む様々な情報を地域でオープンに

共有し，多様性を確保して対話を促

進することにより，“産”の市場指向

力と“学官”の基盤的研究能力，“金”

のプロモート能力を融合したニー

ズ駆動型地域イノベーションを創

出，推進する仕組みを構築し，持続

的な技術移転や共同研究成果の創

出に繋げ，活力ある地域社会の形成

に貢献する。

(A) 産学官連携本部協力会の中に，

2020 年度に新たに「地域活性化部会

（仮称）」を設け，産学官金の連携体

制を強化する。

(B) 引続き，産学官連携本部協力会と

の連携を強化して，FUNTEC フォー

ラム等を通じた情報の発信・交換，

「JST 新技術説明会」や「イノベー

ション・ジャパン」等の県外イベン

ト，「しらさぎデータベース」を活用

した情報発信を積極的に行う。

(C) 「ふくい知財フォーラム」を中心

に，知財を含む様々な情報のオープ

ン化と共有を継続するとともに，デ

ザイン思考メソッドを地域に浸透さ

せ，地域の多様な立場の人々と共に

ニーズ駆動型地域イノベーションを

創出，推進する。

(D) 地域における組織対組織の連携を

推進するため，企業ラボを通じた包

括的連携の増加を図り，成果創出に

繋げる。また，福井県が進める県民衛

星事業に対し，学内に「スペーステク

ノロジー研究センター」を新設して，

地域企業群で構成している県民衛星

事業技術組合と連携する場を創出す

る等，成果創出・技術移転を図る。

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・・当該計画で挙げた「持続的な技術移転や共同研究成果の創

出」」について、その成果をよりアピールできるよう、“見え

る化”していただきたい。

【３－１－２－４】

地域経済の停滞やコミュニティの

希薄化，また企業や地域社会のグロ

ーバル化等から生ずる諸課題に対

し，地域の行政や企業等と連携し

て，その解決の方向性を探り地域創

生の展望を示すことのできる総合

的・学際的な研究を推進するととも

に，地域創生の核となる人材を育成

(A) 国際地域学部に，地域との共同研

究実施組織「国際地域連携オフィス」

（仮称）を置き，地域との共同研究を

一層推進する。

(B) 引続き，国際地域学部「課題探求プ

ロジェクト」の各種プロジェクトの

新規開拓と拡充を行い，必要予算に

ついて，企業等との連携を進める中

で拡大を図る。また，地域連携協議会

◆、期目標期間終了時に向けて解決・改善すべき点

・KPI である連携授業及び共同研究の連携先数」は現時点で

目標値を達成しているが、、期目標期間終了時美達成できるよ

う取り組みを進めていただきたい

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・ 4 年間実施された課題探求プロジェクトの総括，地域

連携協議会がアドバイザリーボードとしてどのように

機能したかを明確にすることが必要と思われる。
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するための重要なカリキュラムと

して，地域と連携した課題解決型能

動的学習を拡充する。国際地域学部

では平成 28 年度に地域連携協議会

を設置しアドバイザリーボードと

して機能させるとともに，第３期中

期目標期間を通じて全学的に自治

体や企業，学校，諸団体との教育・

研究の連携を推進し，連携授業およ

び共同研究の連携先数を増加させ

る。

を活用した継続的なカリキュラム改

革を進める。

(C) 引続き，全学的に地域との連携を

進め，連携授業及び共同研究の連携

先数の増加を図る。特に，PBL にお

ける連携業種や企業規模の多様化，

PBL 教育や語学教育の面での高大連

携等のネットワーク拡大に力を入れ

る。

・ 第一は，国際地域学部で取り組む共同研究の増加であり，

それを推進するための体制整備（「国際地域連携オフィ

ス」（仮称）の設置）である。それに続いて，地域連携協

議会から得られる意見を継続的なカリキュラム改革に生

かすことや，PBLにおける連携先の業種等の多様化，PBL
教育や語学教育の面での高大連携等の拡大がある。

その他

（補足）

2020 年の達成状況報告書の提出時において，第３期中期目標・計画のグローバルに関する全ての小中項目と計画について，既に KPI を達成していま

す。一方，2021 年度には，Covid-19 のために多くの KPI は未達になると予測しますが，Covid-19 に起因する課題を解決する術がありません。そのた

め，以下に，Covid-19 による影響を原因としていない課題をまとめます。 

【４－１－１－１】

戦略的な海外協定校の開拓および

留学生同窓会組織との連携の拡大

を推進し，国際交流ネットワークを

積極的に拡大して，海外協定校数を

第２期中期目標期間末と比較して

20％増加させる。 

(A)(B) 整備した体制のもと，アジアと

アフリカを重点地域として大学の国

際化を進める。

現在の学術交流協定校との国際交流

を促進する一方，近年交流実績のな

い協定については交流の促進策や協

定継続の適否を検討する。今後開拓

する協定校について，教育・研究のレ

ベルの高い英語圏の大学を含め，全

学・各部局の教育・研究の国際化戦略

に基づき対象大学を選定する方針に

移行する。

(C) 既存 17 支部との協力体制を充実

し，各支部による留学生派遣を積極

的に支援する。2021 年度には１支部

を新設して，18 支部体制とする。さ

らに，2020 年７月開催の中国支部役

員会を始めとして，本学の役員及び

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・ 学術協定校数は，目標を超えて大幅に増加したため，大学

の国際戦略を見直し，量から質への転換を図っている。第

４期中期目標・中期計画で良好なスタートが切れるよう

に，レベルの高い英語圏の大学との協定開拓，留学生の受

入と派遣のバランス改善，正規生の増加，日本人学生の短

期派遣から奨学金が獲得できる 31 日以上の中長期派遣

への変換を課題に挙げている。

・ 現在，医学部と国際地域学部を中心に，本学との歴史的な

関係がある米・Rutgers 大学との交流を深めている。上位

の大学を全学の重点校として，戦略的に国際交流を推進

する必要がある。
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学部長と支部役員とのオンライン会

議を実施し国際交流を深める。

【４－１－１－２】

学生の国際交流を一層盛んにする

ために，国際地域学部を中心とし

て，外国人留学生受入れおよび日本

人学生の海外派遣プログラムの一

層の充実，支援体制の整備，ナンバ

リングなど留学生に役立つ教務体

制の構築，ダブル・ディグリー制等

を目指したジョイントプログラム

制度の構築と拡充，外国語による情

報発信の強化を推進し，全学として

受入外国人留学生数と海外派遣日

本人学生数を，第２期中期目標期間

末と比較して，それぞれ 15％増加さ

せる。

(A) 留学生に対する帰国前アンケート

の結果等を参考にしつつ，引続き留

学生に役立つ教務体制の改善を図

る。

(B)(C) 交換留学の受入と派遣のバラン

スを考慮しながら，正規留学生を増

やすことで優秀な留学生を確保す

る。さらに，国内外の日本語学校や海

外協定校の高校との連携を高め，優

秀な正規留学生の獲得のための制度

を開拓する。一方，海外派遣につい

て，交換留学や短期留学においても

31 日以上の中長期間の派遣プログラ

ムの数を増やすことにより，留学プ

ログラムの教育の質を高める。なお，

学生の国際交流の推進は COVID-19
により多大な影響を受けることが予

想され，適切な対応を講じる必要が

ある。

(D) ジョイントプログラムに格上げし

た「西安オータムプログラム」を起点

に，情報，化学，生物など他分野へ拡

大する。また，国際地域学部の学生の

国際交流促進のために，英国セント

ラルランカシャー大学及びリトアニ

アのヴィタウタス・マグヌス大学と

の間においてダブル・ディグリー制

度の構築に向けて，検討を進める。

(E) 日本語プログラムについて，これ

までの成果を検証し，新規科目増設

を含め改善を進める。

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

日本人学生の海外派遣数，外国人留学生の受入数は，既に目

標達成しているので，この中期計画に関する大きな問題はな

いが，次のような課題は残っていると分析している。

・ 「ダブル・ディグリー構築を目指したジョイントプログ

ラムの構築」という目標達成のために，本学と西安理工大

学とのオータムプログラムを相手大学に単位化していた

だくことにより，その目標を達成した。しかし，全国で 80
以上の大学が既にダブル・ディグリー制度を導入してい

ることに比べて本学は大きく遅れている。第４期にダブ

ル・ディグリー制度の導入を目標に掲げられるように，そ

の可能性の高い，連合教職大学院，遠赤センター，繊維マ

テリアル研究センターなどを中心に準備を始める必要が

ある。

・ 国際地域学部では，受入・派遣プログラムの充実，米国大

学に準拠した国際通用性のある教務システムの導入など

の制度の導入を完了して，目標を達成した。今後は，教育

内容の改善を継続していく必要があると考える。

・ まず，現状の日本語プログラムで参加者を増やすことが

大切かと思われる。

・ 留学生受け入れの向上に向けた様々な方策が検討されて

おり、できるものから取組を進め、留学生の向上を目指し

ていただきたい

【４－１－１－３】

教職員の国際通用性を高めるため

(A)(B) 先進部門では CA 制度の活用を

継続するとともに，新たに設置した

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点
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に，年俸制やクロス・アポイントメ

ント制度などの柔軟な人事制度を

活用した教員採用，語学力を重視し

た職員採用，現職の教職員のグロー

バル活動の活発化を推進し，教員の

グローバル化活動数（サバティカル

制度等を活用した海外機関での研

究活動，海外機関へのベンチマーキ

ング視察，国際会議での発表など）

を第２期中期目標期間末と比較し

て 20％増加させる。

繊維・マテリアル研究センターにも

展開し，さらに各部門・国際課におい

て海外経験や語学力を考慮した教職

員の採用を継続し，教職員の国際通

用性を一層高める。

(C) 工学系部門で導入した海外短期研

修制度の他部局への拡大を図るとと

もに，これまで米国大学を対象とし

てきたベンチマーキングを，今後は

ヨーロッパの教育先進国の大学やラ

ンキングが急上昇してきた中国・香

港の大学等を対象として進める等，

教員のグローバル活動の活性化を継

続する。

(D) グローバル化活動数に反映される

今後の種々のグローバル活動の推進

は，COVID-19 により多大な影響を

受けることが予想され，適切な対応

を講じる必要がある。

・ 子どものこころの発達研究センター，遠赤センターの先

端研究センターにおいて，既にクロス・アポイントメント

制度により教員・研究員を雇用している。今後，他の部局

にも柔軟な雇用形態の導入を拡大する必要がある。特に、

民間との間でのクロス・アポイントメントについても検

討いただきたい

・ 「グローバル化活動数の 20%増加」の目標を教職員の意

識改革のために掲げた。医学部と先端研究部門を中心に

国際論文数などの研究実績を増加したことにより，この

目標を数値的には達成したが，教職員の意識改革に実質

的には繋がっていない。2020 年度後半に行われる総合デ

ータベースのシステム改善とともに，教職員の意識改善

を継続して働きかける必要がある。

【４－１－１－４】

単独の大学では提供困難であった

学部から大学院までの一貫した原

子力人材育成プログラムを，県内原

子力関連機関および中京・関西圏に

ある大学からの講師派遣などの相

互協力により平成 31 年度までに構

築し，さらに大学院では，留学生お

よび外国人研修生にも対応した，英

語で提供する原子力人材育成国際

プログラムを確立し，本学の重点分

野である原子力安全工学分野にお

いて，世界で活躍する高度専門職業

人を育成する。

(A) 今回構築した原子力人材育成プロ

グラムによる人材育成を引続き進め

る。2020 年度の工学研究科改組に伴

い，学部における原子力専門教育を

大学院他コース学生に提供すること

としており，大学院学生への原子力

安全工学教育の更なる浸透を進め

る。

(B) IAEA でオーソライズされた専門教

育カリキュラムの一部を原子力人材

育成国際プログラムに導入し，プロ

グラムの国際通用性を高める。また，

さくらサイエンスプラン実施，

ENEN（欧州原子力教育ネットワー

ク）への加盟継続，モンゴル国との協

議等を進め，優れた留学生のリクル

ートを図る。

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・ 「戦略性が高く意欲的な目標・計画」に掲げた原子力人材

育成の目標は達成できた。しかし，原子力技術に対する国

際的な評価と関心の低下などの環境変化の影響を受け

て，本学の取組もトーンダウンしていることは否めない。 
・ 今後，学生の関心を高めること，優秀な学生（留学生を含

む）をリクルートすること，教育内容をさらに充実するこ

とが必要である。

・ 国際的な環境の変化の影響を受けやすい分野であるた

め，第４期にはより慎重な目標設定と計画立案が必要で

ある。

・ 各種外部資金を得て実施した取組が、どのような新しい

教育プログラムとして結実したのかが、わかりにくいよ

うに思います。教育プログラムとしての「姿」を第３期の

うちにより明確に見せることはできないでしょうか。（例

26



えば、○○プログラムという固有名詞のついたプログラ

ムがあり、その名前で検索すると、プログラムの概要・特

徴・内容等がわかるようになっていれば、姿がはっきりし

ているといえると思います。）

・ 現状では「原子力人材育成国際プログラム」は既存の

GEPIS や GEP for R and D のことのように思います。

既存のものを母体としつつもそれにさらに何かが付加さ

れた上位のプログラムとしての「姿」を第３期のうちにも

っと明確にできないでしょうか。（例えば、○○プログラ

ムという固有名詞のついたプログラムがあり、その名前

で検索すると、プログラムの概要・特徴・内容等がわかる

ようになっていれば、姿がはっきりしているといえると

思います。）

・ 人材育成の成果として、関連企業等への就職状況を維持

いただきたい

【４－１－２－１】

教育委員会との連携により県内の

小中高の一貫した英語教育の改善，

スーパーグローバルハイスクール

事業への協力・グローバルサイエン

スキャンパス事業の実施，留学生の

地域交流活動数の増加（第２期中期

目標期間末と比較して 20％増），さ

らに，グローバル化社会における学

び直しの場の創出と提供を実施し

て，地域の学校およびコミュニティ

のグローバル化に貢献する。

(A) 福井県教育委員会と連携して英語

教員の専門性向上の取組を継続す

る。2021 年度ではこれらの取組を総

括・評価した上で，支援内容の改善を

図る。

(B) GSC の後継として，2019 年から独

自予算による「Fukui Medical High
School 研究体験プログラム」を開始

しており，2020 年度以降も継続し，

医科学に興味ある高校生の国際性向

上の支援を継続する。

(C) 地元企業や地域の人々のための英

語講座など外国人留学生の能力を活

かした事業等を実施することとして

いるが，今後の COVID-19 による影

響に適切に対応する。

(D) 日本型教育の海外展開を拡大する

とともに，引続き，地域の学校及びコ

ミュニティのグローバル化に貢献で

きる学び直しの場の創出と提供を継

続し，特に地域の外国人に対する日

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・小中高の一貫した英語教育の改善，スーパーグローバルハ

イスクール(SGH)事業の支援とグローバルサイエンスキャン

パス(GSC)事業の推進，留学生の地域交流活動の促進，学び直

しの場の創出と提供による地域の学校及びコミュニティのグ

ローバル化への貢献などの目標を達成している。
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本語教育支援を強化する。

◆すでに一定の成果があがっているものであっても，更なる

質の向上に繋がるよう取り組むべき点

・ 日本人学生の東南アジア・東アジア諸国へのインターン

シップ，留学生を支援する人材育成プログラムの構築と

実施，グローバル化の進む地元産業の一層の発展への貢

献などの目標を達成している。

・ 留学生の県内企業への就職者数は必ずしも２期の比べ増

加してはおらず、先の取組を進めていただきたい

・ 上述の中期計画 4-1-2-1 と 4-1-2-2 の目標・計画には，政

府や地方自治体のプログラムとして立案されたものが多

く含まれている。その点で，これらの目標を達成しても

「地域のグローバル化を牽引する核となる大学になる」

という大きな目標を実質的に達成できたわけではない。

・ 今後は，FAA，地域プラットフォーム，また，地域創生推

進本部の留学生の定着事業の中で，文字通り，「地域のグ

ローバル化を牽引する核」になれるよう，全学が一体にな

って地域のリーダーシップを取って戦略的に取り組む必

要がある。

【４－１－２－２】

海外拠点を持つ地元企業と連携し

た日本人学生の東南アジア・東アジ

ア諸国へのインターンシップや，外

国人留学生と地元企業とを早期に

マッチングさせるなど留学生を就

職や奨学金の面で支援する人材育

成プログラムの構築と実施を推進

して，グローバル化の進む地元産業

の一層の発展に貢献する。

(A) 学内のキャリアセンター，アドミ

ッションセンター，国際センターの

連携を強化し，日本人学生をグロー

バル産業人材として育成するため

に，主に東南アジア諸国との交流を

対象とした出口一体型キャリア教育

の枠組を構築し，学生の海外派遣を

更に促進する。

(B) 今期前半から開始した交換留学生

への就職支援を更に強化し，県内企

業への就職者を更に増やす。その一

環として，福井県補助事業で得られ

た知見と成果を検証し，留学生の県

内定着促進と県内企業のグローバル

化支援方策の改善に取組む。

(C) 新設された国際地域マネジメント

研究科では，学年進行に合わせ，海外

拠点を持つ地元企業と連携し，日本

人学生を東南アジア等に派遣し，ヒ

アリング調査等を行う海外実地研修

を実施する。
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